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独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号）第三十五条の四第一項及び特定国立37 

研究開発法人による研究開発等の促進に関する特別措置法（平成二十八年法律第四十三38 

号）（以下「特措法」という。）第五条の規定に基づき、国立研究開発法人物質・材料研39 

究機構（以下「機構」という。）が達成すべき業務運営に関する目標（以下「中長期目40 

標」という。）を定める。 41 

 42 

Ⅰ 政策体系における法人の位置付け及び役割 43 

物質・材料科学技術は、新物質・新材料の発見、発明に象徴されるように科学技術の44 

発展と、それによるイノベーション創出を先導し、新たな時代を切り拓くエンジンとな45 

るとともに、融合と連携を通して幅広い分野に波及することにより、国民生活・社会を46 

支える多様な技術の発展の基盤となるものである。また、国際競争が激化する中で我が47 

国の優位性を維持、強化するための鍵となるとともに、Society 5.0や低環境負荷な社48 

会システムの実現などにおいて重要な役割を果たすことが期待されている。 49 

機構は、我が国唯一の物質・材料科学技術に関する基礎研究及び基盤的研究開発等の50 

中核的機関としての役割を果たす国立研究開発法人として、科学技術の進展及び社会の51 

要請に的確に対応しつつ、人材の育成並びに研究開発及びその成果の普及等に努める。52 

また、我が国の科学技術・イノベーション振興に関する施策の基本方針となる「第６期53 

科学技術・イノベーション基本計画」（令和３年３月 26日閣議決定）において、我が国54 

が目指すべき Society 5.0の未来社会像として示された「持続可能性と強靱性を備え、55 

国民の安全と安心を確保するとともに、一人ひとりが多様な幸せ（well-being）を実現56 

できる社会」の実現に向け、「総合知」を積極的に活用し、新たな価値創出や社会・経57 

済的な課題解決への取組において重要な役割を果たす。更に、政府の「マテリアル革新58 

力強化戦略」（令和３年４月 27日統合イノベーション戦略推進会議決定）において重要59 

な柱として掲げられるデータ駆動型研究開発の促進に向けて、マテリアル分野において60 

世界最高レベルの研究開発基盤を有している強みを活かし、社会実装、研究開発、産学61 

連携、人材育成、研究設備・データ基盤共用を我が国の中核機関として総合的に推進し62 

ていくことが求められている。 63 

機構は、特措法に基づく特定国立研究開発法人として、科学技術・イノベーションの64 

基盤となる世界最高水準の研究開発成果を生み出すことに加え、我が国のイノベーショ65 

ンシステムを強力に牽引する中核機関となることが求められている。加えて、文部科学66 

大臣が、科学技術に関する革新的な知見が発見された場合等において、当該知見に関す67 

る研究開発その他の対応を迅速に行うために必要な措置をとることを求めた場合には、68 

その求めに応じることとされている。このため、研究開発の実施に当たっては、機構自69 

らの研究開発成果の最大化を図ることはもとより、大学や産業界等との積極的な連携と70 

協働を通して、社会に貢献する技術シーズを絶え間なく創出・育成し、産業界に橋渡し71 

をすることで、シーズ創製から社会実装までの研究進展の過程に幅広く対応するととも72 
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に、これまで蓄積してきた科学的知見を基に、研究情報、研究人材、研究インフラが集73 

積する世界的な研究開発拠点となることを目指し、我が国全体の物質・材料研究分野に74 

おける研究開発成果の最大化に貢献できるように取り組むものとする。 75 

また、機構は、他機関の取組・役割を踏まえつつ、研究開発等の特性（長期性、不確76 

実性、予見不可能性、専門性等）を踏まえ、国際的な視座に立って、法人の機能の一層77 

の向上を図る。また、柔軟かつ速度感ある運営に努め、経営資源を効果的かつ効率的に78 

活用し、機構が保有するポテンシャルを最大限に活用するため、理事長のリーダーシッ79 

プの下、国家的・社会的ニーズを踏まえた戦略的・重点的な研究開発課題を設定すると80 

ともに、柔軟かつ効率的に研究開発課題に取り組める研究体制と内部統制を含めたマネ81 

ジメント体制を強化するものとする。 82 

更に、「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」（平成 25年 12月 24日閣議決定）83 

をはじめとする既往の閣議決定等に示された政府方針、物質・材料研究分野をめぐる国84 

内外の最新動向等の機構を取り巻く環境を踏まえ、「適正、効果的かつ効率的な業務運85 

営」という独立行政法人の業務運営の理念の下、「研究開発成果の最大化」という国立86 

研究開発法人の第一目的の達成に向け、不断の経営改革に取り組むものとする。 87 

以上により、機構は、マテリアル・イノベーションの継続的な推進力として、イノベ88 

ーションシステムの牽引役を果たすことを強く認識しつつ、その政策効果として、優れ89 

た論文の創出、グローバル人材の輩出、技術シーズの創出、強力な知財確保、共用研究90 

設備やデータ基盤の全国研究者による活用など目に見える形で科学技術、産業の両側面91 

から我が国の国際競争力の強化に貢献するものとする。 92 

上記を踏まえ、機構の新しい中長期目標を策定する。（別添）政策体系図 93 

 94 

Ⅱ 中長期目標の期間 95 

 機構の当期の中長期目標の期間は、令和５年（2023年）４月１日から令和 12年（203096 

年）３月 31日までの７年間とする。 97 

 98 

Ⅲ 研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項 99 

機構は、科学技術・イノベーション基本計画等の国家戦略の一翼を担う国立研究開発100 

法人として、また、イノベーションを強力に牽引する中核機関である特定国立研究開発101 

法人として、我が国のマテリアル革新力を強化し、研究開発の成果の最大化等の質の向102 

上に資するため、中長期的な視点の下で、世界最高水準の研究開発成果を創出し、マテ103 

リアルを通じた社会変革につながり得るシーズを絶え間なく創製する。また、スマート104 

ラボラトリを活用した研究の高速化・高効率化や、強力な材料設計の手段となり得るデ105 

ータ駆動型研究開発を強力に推進するなど、研究活動のデジタル・トランスフォーメー106 

ション（研究 DX）を更に推し進めるとともに、我が国の大学等におけるマテリアル研究107 

開発の過程で創出される良質なマテリアルデータを収集・蓄積・利活用するためのデー108 
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タ中核拠点の構築と運営に重点的に取り組む。加えて、これらを支える、先駆的な研究109 

組織・環境を構築するとともに、我が国が強みを有するマテリアル分野におけるイノベ110 

ーション創出を強力に推進する中核機関として、国内外から「人」、「モノ」、「資金」が111 

集まる研究拠点の構築を目指し、前期より実施している「革新的材料開発力強化プログ112 

ラム（M-cubeプログラム）」を基軸とし、マテリアル研究開発を先導する研究基盤の構113 

築、グローバルに活躍できる人材の育成、産学の積極的な連携・協働による成果の社会114 

還元、研究活動の発信力強化等を積極的に進める。更に、特措法第七条に基づく文部科115 

学大臣からの措置要求があった場合には、当該要求に応じる。 116 

機構は、これらの業務を遂行するに当たり、各年度において適切な PDCA サイクルの117 

実現に努め、研究の進め方や目標設定の妥当性等について不断の見直しを行う。特に、118 

研究開発にあっては、マテリアル分野における現状の把握に努めた上で、研究マネジメ119 

ント機能の強化を図り、機構に求められる役割を常に確認しつつ、長期ビジョンを踏ま120 

えた研究内容の重点化を図る。また、マテリアル分野の研究開発は我が国の産業競争力121 

に大きく影響を及ぼすことから、研究開発、共同研究等の産学連携等に当たっては、人122 

材の確保や推進体制の構築、情報等のマネジメントを適切に行い、国際交流を含めた研123 

究交流の促進による研究力やイノベーション力の強化を進めることと、経済安全保障を124 

確保することを両立すべく、戦略的に取り組む。 125 

評価に当たっては、別添の評価軸を基本として評価する。 126 

 127 

１． 物質・材料科学技術に関する基礎研究及び基盤的研究開発 128 

機構は、現在直面している様々な社会課題の解決に資するため、マテリアル技術・実129 

装領域の観点からブレークスルーをもたらす有望な技術シーズを創出し、社会実装につ130 

なげるための研究開発を戦略的に進める必要がある。加えて、データ駆動型研究開発の131 

推進に必要な基盤技術の構築や、Society 5.0 の実現に向けたインフラ技術など、未来132 

社会の仕組みを大きく変革する可能性を秘めた革新技術を生み出すための研究開発を133 

推進していくことが重要である。 134 

このため、機構においては、1.1、1.2に示す通り、マテリアル研究開発の全体像を俯135 

瞰した上で、既存の研究拠点機能を活かしつつ研究領域を設置するものとする。各研究136 

領域においては、社会ニーズと機構におけるこれまでの研究の蓄積を踏まえた研究内容137 

の重点化を図るものとし、機構全体のみならず我が国全体としての研究開発成果の最大138 

化を図るべく、領域間での連携にも留意して研究開発を進めるものとする。 139 

各研究領域では、別紙に記載の目標の達成に向け、中長期計画において具体的に実施140 

する主要なプロジェクト研究と達成すべき技術目標を定め、戦略的かつ計画的に研究開141 

発を実施するものとする。これに加えて、将来の芽を創出するためのシーズ育成研究の142 

観点も視野に入れ、前述のプロジェクト研究と一体的に実施するとともに、引き続き、143 

公募型研究や産業界・大学等との連携・協働に取り組む。 144 
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更に、政府戦略や社会的要請等に基づき、重点的かつ領域横断的に実施すべき研究開145 

発については、上記の研究領域にとらわれない体制を柔軟に構築し、適切な実施期間・146 

評価体系を設定した上で、機動的に取り組むこととする。 147 

 148 

1.1 社会課題の解決に貢献するための研究開発 149 

 気候変動の影響による温暖化や自然災害に関する関心は国際的にも高まる中、我が国150 

においても 2050 年までにカーボンニュートラルの実現を目指すことを宣言し、グリー151 

ン社会の実現を目指している。加えて、Society 5.0 の実現や国土強靱化も、我が国の152 

持続的発展に不可欠である。 153 

このため、機構においては、これらの現在直面している様々な社会課題の解決に資す154 

るため、マテリアル技術・実装領域の観点からブレークスルーをもたらす有望な技術シ155 

ーズを創出し、社会実装につなげるための研究開発を戦略的に行うとともに、産業界や156 

大学とも協働したオープンイノベーションを推進し、我が国全体の研究力の向上を図り、157 

国際競争力の確保に貢献する。このため、エネルギー・環境材料、電子・光機能材料、158 

磁性・スピントロニクス材料、構造材料などの研究領域に焦点を当て、重点的に研究開159 

発を実施する。 160 

 161 

1.2 技術革新を生み出すための研究開発 162 

マテリアルは先端技術分野の発展に必要不可欠であり、マテリアル分野での研究開発163 

において世界を先導するような革新的な成果を創出し続けていくことが、科学技術立国164 

として我が国が激しい国際競争の中で生き残るために重要である。そのためには、既存165 

の枠組みや従来の研究手法等にとらわれることなく、先導的で挑戦的な研究開発を行っ166 

ていく必要がある。 167 

特に、マテリアルズ・インフォマティクスは、今後の研究開発の基盤となるものであ168 

り、従来の研究手法より飛躍的に研究効率を向上させ、研究 DX を進めるために必要不169 

可欠な基盤技術である。また、ナノ材料や量子基盤技術は、Society 5.0の実現に向け170 

たインフラ技術を更に飛躍的に発展させる鍵となる分野である。加えて、高分子・バイ171 

オ材料は、持続可能社会や健康長寿社会の実現の観点から、次世代技術の継続的な創出172 

が求められる分野である。これらの技術分野は、未来社会の仕組みを大きく変革してい173 

く可能性を秘めている。 174 

機構においては、これらの取組による将来の技術革新に資するため、未来社会を切り175 

拓く新機能材料の開発、多元素系・複合系・準安定相といった未踏領域の開拓、先進的176 

な計測・解析技術やデータ駆動型等の革新的手法の開拓など先導的な研究開発に取り組177 

む。このため、機構が持つ強みを活かし、量子・ナノ材料、マテリアル基盤研究、高分178 

子・バイオ材料などの研究領域に焦点を当て、重点的に研究開発を実施する。 179 

  180 
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２．マテリアル研究開発を先導する研究基盤の構築 181 

機構は、世界最高水準の研究成果の創出とその最大化を図り、イノベーションを強力182 

に牽引する中核機関として、政府戦略を踏まえ、高品質なマテリアルデータを収集・蓄183 

積・利活用するためのデータ中核拠点の形成に重点的に取り組むとともに、先端研究施184 

設・設備の整備及び共用促進、多様で優秀なマテリアル人材の育成・確保等のマテリア185 

ル研究開発を先導する様々な活動に取り組む。 186 

 187 

2.1 マテリアル DXプラットフォーム構築のためのデータ中核拠点の形成 188 

科学技術・イノベーション基本計画やマテリアル革新力強化戦略に謳われているデー189 

タ駆動型研究開発を推進し、我が国のマテリアル革新力の強化に貢献するために、我が190 

国全体として、データを収集・蓄積し、国内の産学の研究者が利活用するための基盤と191 

なるマテリアル DX プラットフォームの構築が進められており、機構においては、当該192 

プラットフォームの中核を担うデータ中核拠点を構築し、我が国のマテリアル分野の研193 

究 DX を実現するための基盤整備を計画的かつ着実に進め、運営を行う。 194 

データの収集・蓄積に当たっては、機構が有する世界最大級の材料データベース195 

MatNaviの更なる強化を図るとともに、先端研究を支える装置群から創出される高品質196 

データを蓄積するための基盤を構築する。また、文部科学省マテリアル先端リサーチイ197 

ンフラの枠組みの中で、機構は、センターハブとしての中核的な役割を果たし、本事業198 

が整備する全国の先端共用設備から創出されたデータを一元的に収集・蓄積する。加え199 

て、同省データ創出・活用型マテリアル研究開発プロジェクトの枠組みの中で、機構が200 

データ連携部会の中核機関としての役割を果たし、本事業で創出されるデータ等のデジ201 

タル資産の共有・利活用に貢献する取組を中心に、政府が進める戦略的なマテリアル研202 

究開発プロジェクト等において創出されるデータの共有・利活用に取り組む。 203 

これらのデータの利活用に当たっては、収集・蓄積された高品質データの共用化を進204 

めるとともに、データ駆動型研究開発のための AI 解析機能等を整備・提供することで205 

データ利活用を推進する。その際、我が国の国際競争力の強化の観点から、データ毎の206 

特性に応じて共用範囲を適切に定めて運用することとする。 207 

 208 

2.2 施設及び設備の共用 209 

 機構は、世界最先端のマテリアル研究開発を先導する中核機関として、先端研究を支210 

える装置群を共用化し整備・運用するとともに、装置のリモート化やデータ駆動型研究211 

に利用可能な高品質データの収集と構造化により、革新的なマテリアル研究開発に寄与212 

する。また、最先端設備の運用及び高品質データ取得のための技術者育成を推進する。 213 

 214 

  215 



  

7 
 

2.3 マテリアル人材が集う国際的な拠点の形成 216 

 機構は、我が国のマテリアル研究開発を支える知識基盤の維持・発展に貢献するため、217 

世界最高水準の成果創出に向けて、優秀な研究人材を国内外から獲得し、その養成と資218 

質の向上に取り組む。機構では、世界中から優れた若手研究者等が集まる MGC（マテリ219 

アルズ・グローバルセンター）の構築を進めてきたところ、引き続きこの人材ネットワ220 

ークを強化するとともに、機構が進めてきた研究環境のグローバル化や最先端研究設備221 

等の強みを活かした国際的なマテリアル研究の拠点としての取組を推進する。加えて、222 

大学・企業との人材交流及び国際的な頭脳循環を活用しながら、性別・国籍などそれぞ223 

れの属性に応じて適切・有効な施策も実施し、人材育成の中核的な役割を果たすことで、224 

国全体としての多様で優秀なマテリアル人材の育成・確保にも取り組む。 225 

 226 

３．多様な形態での連携構築及び研究成果の社会還元 227 

機構は、アカデミアと産業界との架け橋となる多様な連携形態に基づく産学官共創の228 

場を構築しつつ、産業界との様々な連携スキームを活用した技術移転等を通じて、機構229 

で創出された研究成果の社会還元につなげていく。 230 

 231 

3.1 物質・材料研究に係る産業界との連携構築 232 

機構で創出した研究成果を産業界に橋渡しし、社会実装を促進させるため、機構は産233 

業界との連携構築及び深化に取り組む。機構の研究シーズと企業のニーズが融合した組234 

織対組織の連携スキームとして、共通の研究課題の下で複数企業との共同研究を行う235 

「業界別水平連携」による MOP（マテリアルズ・オープンプラットフォーム）の形成や、236 

世界をリードするグローバル企業との二者間の連携を深化させる企業連携センター等237 

を通じて、柔軟かつ迅速に対応し得る多様な企業連携の仕組みを整備する。 238 

 239 

3.2 研究成果の社会還元 240 

特定国立研究開発法人の一つである機構は、我が国全体のイノベーションシステムを241 

強力に牽引する中核機関として、研究成果の社会への還元の役割を果たすべく、組織的242 

かつ積極的に事業会社への技術移転に取り組む。また、「科学技術・イノベーション創243 

出の活性化に関する法律」（平成二十年法律第六十三号）に基づき、機構の研究開発の244 

成果に係る成果活用事業者等に対する出資並びに人的及び技術的援助等の積極的な取245 

組を通じ、外部専門機関等との連携を取りながらスタートアップ段階の企業の支援を一246 

層促進する。更に、研究成果の社会への還元を効果的かつ効率的に推進するため、機構247 

として優れた知的財産を創出するとともに、国内外における権利化を戦略的に行う。 248 

加えて、社会的ニーズへの対応として、イノベーションの創出に直結しにくい基盤的249 

な活動についても、機構職員の高い専門性を駆使して、安全性・信頼性等の観点から社250 

会還元するための取組を適切に行う。 251 
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４．研究成果等の発信力強化とプレゼンスの向上及び広報・アウトリーチ活動の推進 252 

機構は、論文発表をはじめとした学術的な発信、国民各層や研究者等への広報活動の253 

推進等により、成果の社会における認知度を高めつつ、新たな価値創造に結びつけてい254 

く。また、機構の活動に関する対外発信力の強化を図り、国際的なプレゼンスの向上等255 

に結びつけていく。 256 

 257 

4.1 学術面における研究成果等の情報発信及びプレゼンスの向上 258 

機構の研究成果の普及を図るための取組を進め、科学的知見の国際的な情報発信レベ259 

ルの維持・向上を図るとともに、学会・学術誌等での公表による学術的なインパクト等260 

を分析し、その結果も加味して戦略的に情報発信を行っていく。また、情報発信基盤と261 

しての国際学術誌の発行等に継続的に取り組む。これらの取組を総合的に実施すること262 

で、機構の国内外のマテリアル研究分野におけるプレゼンスの向上を図る。 263 

 264 

4.2 広報・アウトリーチ活動の推進 265 

国民の理解、支持及び信頼を獲得するため、機構の活動を国民目線で分かりやすく紹266 

介する取組を、引き続き戦略的に推進する。これにより、機構の活動や研究成果等が国267 

民各層から幅広く理解されるよう努める。また、マテリアル研究開発全般に関する国民268 

各層の関心やリテラシーの向上に向けた取組も積極的に実施する。 269 

更に、機構は、得られた研究開発成果及びそれを生み出すための充実した研究環境に270 

ついて、国内外の研究機関・大学及び関係する産業界へ発信し、国際的に活躍できる研271 

究機関としての機構の知名度を向上させる。これにより、国内外の優秀な研究者及び研272 

究をサポートする専門技術人材の獲得を目指し、それが更なる研究開発成果の創出につ273 

ながっていくという好循環が生み出されるよう、新たな視点での広報体制の充実や研究274 

情報の対外発信力の強化を図る。 275 

 276 

Ⅳ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 277 

機構は、自らの社会的責任と社会が機構に期待する役割を十分認識し、理事長のリー278 

ダーシップの下、以下に記載の通り、適正かつ効果的なマネジメント体制を確立した上279 

で、研究開発成果の最大化に向けた業務運営の改善と、必要な効率化に取り組む。 280 

独立行政法人や国立研究開発法人、特定国立研究開発法人を対象とした横断的な見直281 

し等については、随時適切に対応する。 282 

なお、業務運営にあっては、業務の改善や組織の合理化・効率化が、研究開発能力を283 

損なうものとならないよう、十分に配慮する。 284 

 285 

  286 
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１．適正かつ効果的なマネジメント体制の確立 287 

1.1 柔軟な業務運営を実現するための組織体制の整備等 288 

国立研究開発法人の第一目的である研究開発成果の最大化ともう一つの運営理念で289 

ある業務運営の効率化の両輪を実現するための組織体制の整備を行う。 290 

理事長のリーダーシップが存分に発揮され、かつ、最適な経営判断が得られるよう多291 

角的な視点から業務運営を支える体制を構築するとともに、適切な責任・権限の分担の292 

下での適正、効果的かつ効率的なマネジメント体制の強化に繋がるような組織編成を行293 

う。 294 

研究運営においては、機構全体としての総合力を発揮し、更なる組織パフォーマンス295 

の向上を促すような研究体制を構築することとし、その際、国の政策方針に即した先導296 

的な研究開発をはじめ、有望なシーズの発掘、企業等のニーズへの対応、適切な研究環297 

境の構築などへの機動的かつ組織横断的な対応にも配慮した柔軟な研究体制を整備す298 

る。また、政府戦略や国際情勢、社会的ニーズ、研究の動向等を掘り下げて調査し、国299 

内外におけるマテリアル研究開発を取り巻く動向を把握するとともに、機構の強みや弱300 

み、国際的な位置づけ等の分析を行い、機構の研究戦略の企画・立案等に活用する。加301 

えて、研究分野間の協働、情報交換が日常的に行われるよう留意するとともに、研究者302 

の研究時間を最大限確保するための業務運営に努める。 303 

また、研究職、エンジニア職及び事務職の全体において、機構の業務が最適に遂行さ304 

れるよう、合理的な人員配置を行うこととし、能力に応じた適切な人員配置や業務量の305 

変動等に応じて柔軟に人員配置を見直す。 306 

 307 

1.2 内部統制の適切な確保 308 

「独立行政法人における内部統制と評価について」（平成 22年３月独立行政法人にお309 

ける内部統制と評価に関する研究会報告書）等を踏まえ、理事長のリーダーシップの下、310 

機構のミッションを有効かつ効率的に果たすための内部統制推進体制を構築する。 311 

統制の実施にあたっては、機構のミッションを遂行する上で阻害要因となるリスクの312 

評価及び対応を通じて、機構業務の適正化及び PDCA サイクルの定着を図るとともに、313 

監事とより緊密に連携しつつ、組織的かつ効率的な内部監査による統制活動のモニタリ314 

ング等を実施することにより、更に効果的・効率的な内部統制環境を実現する。 315 

 研修や教育の実施等により、職員のコンプライアンス意識醸成のための取組を継続す316 

る。特に、研究活動等における不正行為及び研究費の不正使用の防止については、国の317 

ガイドライン等の遵守を徹底し、内部監査等とも連携してチェック体制をより一層強化318 

する。また、安全保障貿易管理については、社会情勢を注視しつつ、法令や国の方針等319 

を踏まえて機構の対応方針を適宜定めるとともに、リスク低減に向けた適切な措置を行320 

う。 321 

 322 
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1.3 情報セキュリティ及び情報化の一体的な推進 323 

「政府機関等のサイバーセキュリティ対策のための統一基準群」（令和３年７月７日324 

内閣サイバーセキュリティセンター（NISC）サイバーセキュリティ戦略本部決定）を含325 

む政府機関における情報セキュリティ対策を踏まえ、適切な体制の下、情報セキュリテ326 

ィ対策を講じるとともに、教育及び自己点検機能の強化等により、機構の情報セキュリ327 

ティに関する組織的対応能力の維持・向上に継続的に取り組む。 328 

また、情報セキュリティと情報化を一体的に推進するための組織体制を整備し、機構329 

の情報化推進による業務の簡素化、効率化、迅速化、利便性の向上等を図るため、幅広330 

い ICT 需要を踏まえながら機構内情報システムの充実に取り組む。 331 

これらに当たっては、機構は、「情報システムの整備及び管理の基本的な方針」（令和332 

３年 12月 24日デジタル大臣決定）を踏まえ、情報技術基盤を維持、強化するものとす333 

る。 334 

加えて、科学技術・イノベーション基本計画等を踏まえ、機構として策定した研究デ335 

ータポリシーに基づき、信頼性のある研究データの適切な管理・利活用促進のための環336 

境を整備する。 337 

 338 

1.4 機構の業務運営等に係る第三者評価・助言の活用 339 

機構の業務運営等について多様な視点を取り入れるため、機構が実施する研究開発等340 

について、世界各国の有識者による評価・助言を受け、結果を理事長のマネジメントを341 

含む業務運営等に活用する。 342 

また、「独立行政法人の評価に関する指針」（平成 26 年９月２日総務大臣決定）等に343 

基づき、機構のプロジェクト研究について、外部有識者で構成される評価委員会による344 

事前・中間・事後評価を行い、評価結果をプロジェクト研究の設計・実施等に適切に反345 

映する。加えて、新しい研究領域を開拓する分野横断的な研究課題への挑戦に対しても346 

適切に評価を実施する。 347 

 348 

1.5 効果的な職員の業務実績評価の実施 349 

機構は、研究職、エンジニア職、事務職のそれぞれの職務の特性に十分配慮した効果350 

的な職員の業務実績評価を実施する。 351 

 352 

２．業務全体での改善及び効率化 353 

2.1 経費の合理化・効率化 354 

機構は、組織の見直し、調達の合理化、効率的な運営体制の確保等に引き続き取り組355 

むことにより、経費の合理化・効率化を図る。 356 

 運営費交付金を充当して行う事業は、新規に追加されるもの、拡充分及び特殊要因経357 

費（本中長期目標期間中に整備される施設の維持・管理に最低限必要な経費等）は除外358 
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した上で、一般管理費（人件費を除く。）及び業務経費（人件費を除く。）の合計につい359 

て、毎年度平均で前年度比●％以上の効率化を図る。新規に追加されるものや拡充され360 

る分は、翌年度から同様の効率化を図る。ただし、人件費の適正化については、次項に361 

基づいて取り組む。 362 

 363 

2.2 人件費の適正化 364 

特定国立研究開発法人として世界最高水準の研究開発成果を創出するため、優れた研365 

究人材及び研究支援人材を養成・確保するべく、適切な人件費の確保に努める。 366 

給与水準については、国家公務員の給与水準を十分考慮し、手当を含め役職員給与の367 

在り方について厳しく検証した上で、機構の業務の特殊性を踏まえた適正な水準を維持368 

するとともに、その検証結果や取組状況を公表する。また、適切な人材の確保のために369 

必要に応じて弾力的な給与を設定できるものとし、その際には、国民に対して理解が得370 

られるよう説明に努める。 371 

 372 

2.3 契約の適正化 373 

契約については、「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」（平成374 

27 年５月 25日総務大臣決定）を踏まえ、契約の公正性・透明性の確保等を図るととも375 

に、研究開発成果の最大化に留意した上で、調達等の合理化に関する取組を行う。 376 

 377 

2.4 その他の業務運営面での対応 378 

機構の諸活動の社会への説明責任を果たすため、保有する情報の提供のための措置を379 

充実するとともに、開示請求等への適切かつ迅速な対応を行う。 380 

また、国の方針等を踏まえつつ、環境への配慮促進、男女共同参画や次世代育成支援381 

等に適切に対応する。 382 

 383 

Ⅴ 財務内容の改善に関する事項 384 

機構は、予算の効率的な執行による経費の節減に努めるとともに、引き続き、施設利385 

用料や特許実施料等の自己収入の増加等に努め、より健全な財務内容の実現を図る。ま386 

た、独立行政法人会計基準の改訂等を踏まえ、運営費交付金の会計処理として、引き続387 

き、収益化単位の業務ごとに予算と実績を適切に管理する。 388 

運営費交付金の債務残高についても勘案しつつ予算を計画的に執行する。必要性がな389 

くなったと認められる保有資産については適切に処分するとともに、重要な財産を譲渡390 

する場合は計画的に進める。 391 

 392 

 393 

 394 
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Ⅵ その他業務運営に関する重要事項 395 

１．施設及び設備に関する事項 396 

機構における研究開発業務の水準の向上と世界最高水準の研究開発拠点としての発397 

展を図るため、常に良好な研究環境を整備、維持していくことが必要である。そのため、398 

既存の研究施設・設備及び中長期目標期間中に整備される施設・設備の有効活用を進め399 

るとともに、老朽化対策を含め、施設及び設備の整備・改修・更新を重点的かつ計画的400 

に実施する。 401 

 402 

２．人事に関する事項 403 

職員の能力を最大限に引き出し、効果的かつ効率的な職場環境を実現するため、計画404 

的かつ戦略的に必要な人材の確保・育成を進める。 405 

国内外から優秀な研究人材を獲得するため、透明性・公平性の高い採用活動はもとよ406 

り、研究力や研究環境の特長を広くアピールするなど効果的な情報発信を行う。外国人407 

研究者の採用と受入れを円滑かつ効率的に進めるために事務部門をはじめ外国人研究408 

者の支援体制を維持する。また、若手・女性研究者の活躍及び国際的に卓越した研究者409 

の積極的採用・確保・育成等を進めるとともに、研究成果の最大化を図るために必要な410 

研究支援者や技術者を確保し、これらの人材の処遇改善に努める。更に、新たなイノベ411 

ーション創出を目指し、クロスアポイントメント制度の活用等により、外部研究者の受412 

入れを進める。職員一人一人が機構の使命を十分に認識し、やりがいを持って業務に従413 

事できることを目指し、人材マネジメントを継続的に改善する。 414 

また、機構の研究者や技術者の技術・ノウハウが蓄積され、適切に活用・伝承される415 

よう、組織として適切な方策を講じる。 416 

なお、機構の人材の確保・育成については、「科学技術・イノベーション創出の活性417 

化に関する法律」（平成二十年法律第六十三号）第二十四条に基づき策定された「人材418 

活用等に関する方針」に基づいて取組を進める。 419 

 420 

 421 

  422 
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【別紙】物質・材料科学技術に関する基礎研究及び基盤的研究開発における目標 423 

 424 

1.1 社会課題の解決に貢献するための研究開発 425 

1.1.1 エネルギー・環境材料領域 426 

再生可能エネルギーの最大限利用に向けたエネルギー変換・貯蔵材料の研究開発を行う427 

ものとする。また、未踏の材料空間の高効率探索等により、材料の高機能化・高効率化428 

に必要な次世代の技術シーズを探索するものとする。 429 

 430 

1.1.2 電子・光機能材料領域 431 

広範な材料を対象として、持続可能社会の実現に向けた多様な電子機能を持つ材料の開432 

発や、革新的な発光・蛍光材料等の創出に資する研究開発を行うものとする。また、先433 

鋭的な研究開発に必要な次世代の技術シーズを探索するものとする。 434 

 435 

1.1.3 磁性・スピントロニクス材料領域 436 

省エネ・クリーンエネルギー、デジタルイノベーションなど持続可能社会の実現に貢献437 

する磁性・スピントロニクス材料の研究開発を行うものとする。また、物質の磁性に基438 

づく新原理の機能性の創出等に必要な次世代の技術シーズを探索するものとする。 439 

 440 

1.1.4 構造材料領域 441 

輸送機の軽量化やエネルギー効率向上を指向した材料技術、社会インフラ材料の長期信442 

頼性確保を指向した特性評価・寿命予測技術の研究開発を行うものとする。また、個別443 

の材料における微細複雑組織制御等の新しい設計指針の探索等を行うものとする。 444 

 445 

1.2 技術革新を生み出すための研究開発 446 

1.2.1 量子・ナノ材料領域 447 

新規量子応用やナノ技術の高度化に必要な新物質・新材料の創製、新機能の発現、構造448 

制御技術の高度化、新原理の構築等を目指した基礎研究を行うものとする。また、新規449 

量子材料創製に資する次世代の技術シーズの探索やプロセス技術の高度化等を行うも450 

のとする。 451 

 452 

1.2.2 マテリアル基盤研究領域 453 

革新的な物質・材料開発を加速させるための先端計測解析技術や、物質・材料の特徴に454 

即したデータ駆動型手法に関する基盤研究を行うものとする。また、計測手法の高感度455 

化等の探索やデータ駆動型研究の新しい方法論の開拓等を行うものとする。 456 

 457 

 458 
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1.2.3 高分子・バイオ材料領域 459 

精密合成、製造プロセスから医療応用までの幅広い学問領域からなる融合研究を推進し、460 

高分子・バイオ材料の基盤研究を行うものとする。また、分子機能材料やバイオアダプ461 

ティブ材料の創出に繋がる次世代の技術シーズを探索するものとする。 462 

 463 

 464 

 465 

 466 

 467 

 468 

 469 

 470 

 471 

  472 
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国民生活・社会を支える多様な技術の発展の基盤である物質・材料科学技術に関する基礎研究及び基盤的研究開発等の中核的機
関として、またイノベーションシステムを強力に牽引する特定国立研究開発法人として、世界最高水準の研究開発成果を生み出すとと
もに、 適正、効果的かつ効率的な業務運営の下、研究開発の最大化を達成するため、以下の取組を実施。
• マテリアル技術・実装領域の観点から、現在直面している様々な社会課題の解決に資する研究開発及び未来社会の仕組みを大き

く変革する可能性を秘めた革新技術を生み出すための研究開発を推進
• マテリアルDXプラットフォーム構築のためのデータ中核拠点の形成等、マテリアル研究開発を先導する研究基盤を構築
• アカデミアと産業界との架け橋となる多様な連携形態に基づく産学官共創の場を構築することで、研究成果の社会還元を促進
• 論文発表をはじめとした研究成果等の発信力強化と広報・アウトリーチ活動の推進により、機構のプレゼンスを向上
• 業務運営の改善及び効率化、健全な財務内容の実現に向け、不断の改革を実施

○物質・材料科学技術に関する基礎研究及び基盤的研究開発
○成果の普及及びその活用の促進
○機構の施設及び設備の共用
○研究者・技術者の養成及び資質の向上
○成果活用事業者への出資、人的及び技術的援助

我が国唯一の物質・材料研究分野における基礎研究及び基盤的研究開発の中核的機関として、物質・材料研究機構法に
基づき、第６期科学技術・イノベーション基本計画等で国が取り組むべき課題とされている事項に対応

物質・材料研究機構法に基づく業務の範囲

国の政策

本中長期目標期間における法人としての取組

物質・材料研究機構に係る政策体系図
（別添）

 第６期科学技術・イノベーション基本計画
我が国が目指す社会（Society 5.0）の実現に向けた科学技術・イノベーション政策
○国民の安全と安心を確保する持続可能で強靱な社会への変革
○知のフロンティアを開拓し価値創造の源泉となる研究力の強化
○一人ひとりの多様な幸せ（well-being）と課題への挑戦を実現する教育・人材育成

 マテリアル革新力強化戦略
○ 産学官共創による迅速な社会実装
○ データ駆動型研究開発基盤の整備
○ 持続的発展性の確保

特定国立研究開発法人としての使命

○政府戦略に基づく世界最高水準の研究開発成果の創出
○研究開発成果の普及及び活用の促進
○科学技術・イノベーション推進に係る先駆的取組の実施と展開
○迅速、柔軟かつ自主的・自律的な研究開発マネジメントの確保
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（別添）国立研究開発法人物質・材料研究機構における評価軸 

項目 評価軸 関連する評価指標、モニタリング指標 

物質・材料科学技

術に関する基礎研

究及び基盤的研究

開発 

社会課題の解決に貢

献するための研究開

発 

 

○科学技術・イノベーション基本計画やマテリアル革新力強化戦略等の政府方針を踏まえた中長期目

標・中長期計画等に基づき、左記の研究開発を戦略的に推進できているか。 

○科学技術・イノベーションの基盤となる世界最高水準の研究開発成果が創出されているか。また、社

会課題の解決に繋がる有効性・実用性のある成果が得られているか。 

○研究開発成果を最大化するための研究開発マネジメントは適切に図られているか。 

○特措法第７条に基づく主務大臣による措置要求に適切に対応できているか（該当事例があった場合

のみ）。 

等 

 

《評価指標》 

・中長期目標・中長期計画等で設定した、各領域にお

ける戦略的な研究開発の進捗状況 

・世界最高水準の研究開発成果の創出状況 

・領域間での連携や産業界・大学との連携による研究

の進捗状況 

・社会課題の解決に繋げるための有効性・実用性のあ

る研究開発の進捗状況 

・研究開発の進捗に係るマネジメントの取組 

等 

 

《モニタリング指標》 

・産業界や学術機関との連携状況 

・学術論文誌への論文掲載数、論文の質に関する指

標（Top10%論文数等） 

・公募型研究課題の実施状況、民間資金の獲得状況 

等 

 

技術革新を生み出す

ための研究開発 

 

 

○科学技術・イノベーション基本計画やマテリアル革新力強化戦略等の政府方針を踏まえた中長期目

標・中長期計画等に基づき、左記の研究開発を戦略的に推進できているか。 

 

○科学技術・イノベーションの基盤となる世界最高水準の研究開発成果が創出されているか。また、将

来の技術革新に繋がる新規性・独創性のある成果が得られているか。 

 

《評価指標》 

・中長期目標・中長期計画等で設定した、各領域にお

ける戦略的な研究開発の進捗状況 

・世界最高水準の研究開発成果の創出状況 

・将来の技術革新に繋げるための新規性・独創性のあ

る研究開発の進捗状況 
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○研究開発成果を最大化するための研究開発マネジメントは適切に図られているか。 

 

○特措法第７条に基づく主務大臣による措置要求に適切に対応できているか（該当事例があった場合

のみ）。 

等 
 

・領域間での連携や産業界・大学との連携による研究

の進捗状況 

・研究開発の進捗に係るマネジメントの取組 

等 

 

《モニタリング指標》 

・学術論文誌への論文掲載数、論文の質に関する指

標（Top10%論文数等） 

・産業界や学術機関との連携状況 

・公募型研究課題の実施状況、民間資金の獲得状況 

等 
 

マテリアル研究開

発を先導する研究

基盤の構築 

マテリアルＤＸプラット

フォーム構築のため

のデータ中核拠点の

形成 

○我が国のマテリアル研究開発を先導し、イノベーションを強力に牽引する中核機関としての役割を果

たしているか。 

○高品質なマテリアルデータを収集・蓄積・利活用するためのデータ中核拠点の構築・運用が適切に行

われているか。 

 

○先端研究施設・設備の整備及び共用を促進することにより、革新的なマテリアル研究開発に寄与でき

ているか。 

 

 

 

○研究者・技術者の養成と資質の向上に資する活動が適切に行われているか。また、優秀なマテリア

ル人材が集う仕組みの構築により、中核的な役割を果たしているか。 

等 

 

《評価指標》 

・マテリアルデータプラットフォームの構築やデータ駆

動型研究に必要な研究基盤の提供に資する取組 

・先端研究を支える装置群の整備・運用・共用化や得ら

れる高品質データの収集・構造化に資する取組 

・優れた研究者・技術者を惹きつける人材ネットワーク

の構築や国際的なマテリアル研究の拠点としての

取組 

等 

 

《モニタリング指標》 

・マテリアルデータの収集・蓄積・利活用に必要な取組

の状況、データ基盤の利用状況 

・研究施設・設備の共用状況（共用件数、利用料収入） 

・国内外からの若手研究者等の受入人数学術機関と

の連携件数 

施設及び設備の共用 

マテリアル人材が集う

国際的な拠点の形成 
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・研究者等の女性比率、研究支援者等の数 

等 

 

多様な形態での連

携構築及び研究成

果の社会還元 

物質・材料研究に係る

産業界との連携構築 

○研究成果を産業界に橋渡しし、社会実装を促進させるため、産業界との連携構築に向けた取組が積

極的に行われているか。 

 

 

 

 

○産業界との様々な連携スキームを活用した技術移転等を通じて、創出された研究成果の社会還元を

実施できているか。 

等 

 

《評価指標》 

・研究成果の産業界への橋渡しや社会実装の促進に

繋がる多様な連携の仕組みの構築に向けた取組 

・産業界との様々な連携スキームの活用による技術

移転や成果活用事業者等への支援の取組 

・研究成果の社会への還元を効果的かつ効率的に推

進するための知財マネジメントの取組 

等 

 

《モニタリング指標》 

・産業界との連携構築状況、民間資金の獲得状況 

・成果活用事業者等への実施許諾件数、出資件数 

・知的財産の出願・権利化の件数 

等 

 

研究成果の社会還元 

研究成果等の発信

力強化とプレゼン

スの向上及び広

報・アウトリーチ活

動の推進 

学術面における研究

成果等の情報発信及

びプレゼンスの向上 

○論文発表等の学術的な発信や機構の研究活動等に関する対外発信が適切に行われているか。ま

た、機構の国際的なプレゼンスの向上が図られているか。 

 

 

 

《評価指標》 

・科学的知見の国際的な発信レベルの維持・向上、外

部への適切な情報発信とプレゼンスの向上に資す

る取組 

・機構の知名度の向上、機構の活動や研究成果等に
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広報・アウトリーチ活動

の推進 

 

○機構の活動や研究成果等が理解されるよう、国民各層への広報・アウトリーチ活動が適切に行われ

ているか。また、これらの活動が新たな価値創造に結びついているか。 

 

等 

 

対する国民の理解・認知度の向上を図るための取

組 

・多様な媒体を通じた研究成果等の対外発信状況 

等 

 

《モニタリング指標》 

・学会・学術誌等での発表件数、国際学術誌等の発行

状況 

・機構の知名度を向上させるための研究情報の発信

件数、国民各層から幅広く認知されるための広報活

動の実施件数 

等 

 

※「評価指標」とは、評価・評定の基準として取り扱う指標であり、「モニタリング指標」とは、正確な事実を把握し適正・厳正な評価に資するために必要な指標である。 

実際の運用に当たっては、評価項目に応じて適切な指標を柔軟に選択・設定する。 
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